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∗
 本稿は、雨宮昭彦、ヨッヘン・シュトレープ編『管理された市場経済の生成―介入的自由主義の比較経済史』

















  ——ナチス新民法・経済法とハンス・グロスマン=デルトの「自由主義経済法」改革論 
 










































1920 年代と 30 年代との間に特徴的な差異があるように思われる。 
 すなわち、1920 年代に主流となったのは、社会国家の理念を指向する方向での介入であって、具体的
には、労働市場における契約者間の実質的な平等確保や弱者保護を意図した法令（1918 年の労使団体
間の集団的労働契約制度、23 年の国家労働仲裁制度、20 年の経営委員会法や 26 年の労働裁判所法
など一連の労働法、母性保護法・労働時間条例・閉店法・パン菓子製造業夜間労働禁止法・失業扶助法
など）が挙げられる5。 
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マーズ（H.-H. Lammers, Reichsminister und Chef der Reichskanzlei）と国家・プロイセン内務省事
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換を規制する契約に関しては、それが妥当しない」ことが明らかになった。とりわけ、1938 年から 43 年にか
けて実施された「ドイツ法律アカデミー」のプロジェクト、ナチス新民法すなわち国民法(Volksgesetzbuch)
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 この見方は 1945 年以降への法的連続性に関して一つの極めて興味深い説明の仕方を示唆している。
世界大不況から 1930 年代ナチズムの時代は、——すでに拙著で示したように27——、第一次世界大戦と
大恐慌によって決定的な存亡の危機に瀕し、延命を模索する経済的自由主義が根本的な自己変革を模
                                                 
25 Stier, B., Zwischen kodifikatorischer Innovation und materieller Kontinuität: Das 
Energiewirtschaftsgesetz von 1935 und die Lenkung der Elektrizitätwirtschaft im 
Nationalsozialismus, in: Bähr, J. u. R.Banken(Hg.), a.a.O., S.304. 
26 Harth, C., Der >richtige Vertrag< im Nationalsozialismus. >Wettbewerb als Instrument 
staatlicher Wirtschaftslenkung, in: Gosewinkel,D.(Hg.), a.a.O. 
27 雨宮昭彦『競争秩序のポリティクス―ドイツ経済政策思想の源流』東京大学出版会、2005 年；
Amemiya, A., Neoliberalismus und Faschismus: Liberaler Interventionismus und die 
Ordnung des Wettbewerbs, in: Jahrbuch für Wirtschaftsgeschichte, 2008/2. 
28 RGBl(=Reichsgesetzblatt), I, 1934, S.605. 
29 Harth, C., Der >richtige Vertrag< im Nationalsozialismus, S.108. 
30 Akademie für Deutsches Recht. 1933-1945. Protokolle der Ausschüsse, Bd.III, 1, 
Volksgesetzbuch. Teilentwürfe, Arbeitsberichte und sonstige Materialien, Schubert, W. 
u.a.(Hg.), Frankfurt am Main u.a. 1988, S.39ff. 
31 Schmidt-Rimpler, W., Grundfragen einer Erneuerung des Vertragsrechts, in: Archiv für 
civilistische Praxis, N.F., 27.Bd., 1941. Harth, C., Der >richtige Vertrag< im 
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35 Ibid., S. 46. 
36 Wegerich, C., Die Flucht in die Grenzenlosigkeit. Justus Wilhelm Hedemann(1878-1963), 
Tübingen 2004, S.70f.  
37 Rundschreiben von Hedemann vom 7.1.1941 an die Vorsitzenden der Bürgerlich- und 
handelsrechtlichen Ausschüsse(Richtlinien für die Teilentwürfe), in: Akademie für Deutsches 
Recht. 1933-1945. Protokolle der Ausschüsse, Bd.III, 1, S.327.  
38 Die Lehre von den Leistungsstörungen. Denkschrift des Ausschusses für Personen-, 
Vereins- und Schuldrecht vorgelegt von Heinrich Stoll(Tübingen 1936), in: Akademie für 












7 月 11 日、§２）28として設立されたナチス諮問機関「ドイツ法律アカデミー」メンバーであった29。従来の民
法（1896 年起案、1900 年発効）を改正して「ドイツ国民法(das Volksgesetzbuch)」を制定することが同ア
カデミーの最大の課題であったが、ナチス契約法は、この新民法である国民法のなかの「第四編 契約・
責任法（債権法）(4.Buch: Vertrags- und Haftungsordnung(Schuldrecht))」として成文化されることに
なった30。 
 この契約法の作成過程で中心問題となったのは「正しい契約」(der richtige Vertrag)の概念である。ナ
チス法改革における「正しい契約」というコンセプトの解釈は、ドイツ法律アカデミーの主要メンバーの一人、




































委員会委員長 J.W.ヘーデマン(Justus Wilhelm Hedemann）36の執筆した国民法草案指針に関する回










チュービンゲン大学教授H.シュトール(Heinrich Stoll)によって 1934 年に執筆され、同アカデミーの「人
格〔自然人・法人〕法・団体法・債権法委員会」に提出、討議を経て 35 年９月に決定稿となった重要文書
「業績の障害に関する教訓」が、いっそう端的に次のように述べている38。なおこの報告書には契約法草案
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連の契約や一般業務条件(Allgemeine Geschäftsbedingungen. 略号 AGB)は、共同体の要請に対応























                                                 
44 Krause, H., Wirtschaftsrecht und Volksgesetzbuch, in: Deutsche Rechtswissenschaft, Bd.6, 
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46 Stück 3: Geschäftsbedingungen, in: Akademie für Deutsches Recht. 1933-1945. Protokolle 






















カルテル設立法」（1933 年 7 月 15 日、 RGBl, I, 1933, S.48850）は、国家経済相(管轄分野によっては国
家食糧・農業相(§9))に、カルテル等へ企業を組織し価格を監視する権限を委任した。「ドイツ商品輸出保
護法」（1933 年 9 月 22 日、RGBl, I, 1933, S.667）は食糧経済と工業経済における対外取引への介入を
規定した。「工業原料・半製品に関する取引法」（1934 年 3 月 22 日、 RGBl, I, 1934, S.212）は輸入と国
内流通における計画的操舵を規定した。「経済措置法」（1934 年 7 月 3 日、 RGBl, I, 1934, S.565）は国
家経済相に商品流通の包括的操舵に関わる全権を委任した。「４カ年計画施行条例」（1936 年 10 月 18
日、 RGBl, I, 1936, S.887）、同「施行令」（1936 年 10 月 29 日、 RGBl, I, 1936, S.927）と、それに伴う
「価格停止（凍結）法」と通称される「価格引き上げ禁止条例」（1936 年 11 月 26 日、 RGBl, I, 1936, 





                                                 
47 Harth, C., Der >richtige Vertrag< im Nationalsozialismus, S.125. 
48 Gosewinkel,D.(Hg.), Wirtschaftskontrolle und Recht in der nationalsozialistischen Diktatur, 
S.XIVf. 












「紡糸原料法」（1935 年 12 月 6 日、 RGBl, I, 1935, S.1441ff.））もあった。また、もしも国家経済相が
AGB を国民経済的に見て正当ではないと判断したときには、AGB は無効であると宣言し、その適用を禁
止しうるとされた。こうした原則からはずれた AGB に関する特別の介入規定としては以下のような法令があ
る。「人の陸上輸送法」（1934 年 12 月 4 日、 RGBl, I, 1934, S.1217.）、「貨物の自動車輸送法」（1935
年 6 月 26 日、 RGBl, I, 1935, S.788）では、輸送条件は個々の企業家でも管轄当局でもなく、国家交通
相の監督下にある公法団体であるライヒ・自動車・経営連合により作成されるとし、連合とライヒ鉄道の間で
（契約）合意が成立しない場合には、国家交通相が料金を設定するとした。「船舶担保証券銀行法」（1933
年 8 月 14 日、 RGBl, I, 1935, S.583）では、契約条件が銀行にも債務者にも正当であるか否かについて
の判断は当該監督当局が行うとした。1939 年 1 月 31 日の国家経済相の布告では、工業経済における支
払い・納品条件全般の包括的再検討を国家工業集団(Reichsgruppe Industrie)に義務づけた。「経済
広告法」（1933 年 9 月 12 日、 RGBl, I, 1933, S.625）では、その「第二実施条例」（1933 年 10 月 27 日、 
RGBl, I, 1933, S.791）と連携して、広告局に、広告手段と発注条件の規範化を促進する権限を与え、契














                                                 
51 Höschle, G., Die deutsche Textilindustrie zwischen 1933 und 1939, Stuttgart 2004. 
52 Harth, C., Der Mythos von der Zerstörung des Vertrages, S.72f.; Raiser, L., Das Recht der 
allgemeinen Geschäftsbedingungen, Hamburg 1935. 
53 村上淳一『ドイツ市民法史』東京大学出版会、1985 年、223頁以下；フィケンチャー、W., 丹宗昭信監
訳『競争と産業の権利保護』六法出版社、1958 年、157頁以下。 
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55 Rentrop, W., Preisbildung und Preisüberwachung in der gewerblichen Wirtschaft, 
Hamburg 1937, S.58（レントロップ『ナチス独逸の新物価政策』商工調査第 77号、昭和 13 年 9 月、61
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56 Rentrop, W., Preisbildung und Preisüberwachung in der gewerblichen Wirtschaft, S.57（邦
訳、60頁） 
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(Wilhelm Rentrop)が 1937 年に指摘しているように、こうした意図を担うものであり、それが可能にする価






会計」(richtiges Kalkulieren und Rechnen)である58。この問題意識は、まず、「経済における自立的費
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58 Flottmann, E.(Hg.), Deutsche Preisrecht. Eine systematische Darstellung der Grundlage 
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59 Eckhardt, H., Das Kalkulationskartell, S.43. 
60 Rentrop, W., Preisbildung und Preisüberwachung in der gewerblichen Wirtschaft, S.63（邦
訳、 67頁) 
61 競争経済の方法と戦時課題の遂行との関連については、オルド自由主義エコノミスト、A.ランペ（Adolf 


































 同法に関する「行政当局の論拠 amtliche Begründung」は、まずこの法律の経済的背景として、「ドイツ
経済を襲った厳しい恐慌」のなかで「激化した競争とそれによる非経済的な価格形成は、国民経済的に価
値ある企業を消滅の危機に追い込んでいる」こと、「この損害を真っ先に被るのはそうした企業の就業者で
                                                 
62 Werner, S.,Wirtschaftsordnung und Wirtschaftsstrafrecht im Nationalsozialismus, S.81ff.；
ノイマン、F., 岡本友孝・小野英祐・加藤栄一訳『ビヒモス―ナチズムの構造と実際』みすず書房、1963 年、
235頁以下(Neumann, F., Behemoth, S.318ff.)。 
63 Böhm, F., Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische 
Leistung, Stuttgart und Berlin 1937, S.88; 雨宮『競争秩序のポリティクス』170,193頁。 
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Preisüberwachungsrecht, Berlin 1934, S.85. 
66 Puppo, R., Die wirtschaftliche Gesetzgebung im Dritten Reich, S.81. 
67 Becker, T., Die Kartellpolitik der Reichsregierung, Berlin-Grunewald 1935, S.17. 
68 Ibid., S.23. 
69 Dickelt, D., Preisüberwachung 1931-1936, Berlin 1937, S.14, 16. 恐慌からのナチズムによる景
気回復が、物価騰貴を随伴しない形で進行した点については、アメリカの景気回復過程との違いを指摘し
た Röpke, W., Trend in Business Cycle Policy, in: The Economic Journal, Vol.43, Issue 171, 
1933; 秋元英一「1930 年代アメリカ経済の再検討―比較史の視点から（１）」『千葉大学経済研究』第 8巻
第 1号、1993 年、を参照。 
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 これら 30 年代前半のナチス期に発布された経済法が示しているのは、経済活動における私的所有に基
づく個人の自由なイニシアティヴの否定ではない。逆に、そうした理念の独自な再評価であると言ってよい。
                                                 
70 Becker, T., Die Kartellpolitik der Reichsregierung, S.36. 
71 Ibid., S.35ff. 
72 Ibid., S.36. 
73 Eckhardt, H., Das Kalkulationskartell, S.44ff.; Becker, T., Die Kartellpolitik der 
Reichsregierung, S.34. 強制カルテル法と価格政策の組み合わせによって可能な競争政策についての
考察は、当時のオルド自由主義エコノミストの主要な研究テーマの一つであった。雨宮『競争秩序のポリテ
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76 新自由主義の拠点となったドイツ法律アカデミー第４部門は、法学をコアとするこの組織のなかに設けら
れた、唯一の経済学中心の部局である。アカデミーは国家法務相と内務相の管轄下に置かれ、アカデミー
総裁はドイツ国首相により任命された（「1934 年 7 月 11 日のドイツ法律アカデミー法」、§３，４(RGBl, I, 
1934, S.605)）。Pichinot, H.-R., Die Akademie für deutsches Recht. Aufbau und Entwicklung 
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成の変化（1934, 35, 43 年の各時点）は、Anderson D. L., The Academy for German Law, 
1933-1944, Diss. 1987, p.601ff. 
77 Schneider, Von der nationalsozialistischen Kriegswirtschaftsordnung zur sozialistischen 
Zentralplanung in der SBZ/DDR, S. 11. 
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図 1 ドイツ法律アカデミーの組織（1940 年時点） 
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大学就任講義 に お い て 、 「 一 般 的 業務条件 AGB 」 を 「 自生的 な形で 成 立 し た 経 済 法 」
(Selbstgeschaffenes Recht der Wirtschaft)と名付け、これを国家の強力なコントロール下に置くべきこ
とを主張し、その実現に関して、「新しい国家」に全面的な期待を表明した79。ここでは、この期待の内容に
                                                 
78 雨宮『競争秩序のポリティクス』143頁以下を参照。 



































                                                                                                                                                                  
Antrittsvorlesung, Freibutg im Breisgau 1933, S.27.. 
80「経済国家」の克服に関する新自由主義者の見解については、雨宮『競争秩序のポリティクス』105, 125
頁以下。 
81 Großmann-Doerth, H., Sinnlos gewordenes liberales Wirtschaftsrecht—eine Aufgabe 


































7 月 5 日の「資本会社の転換法」と 1936 年 8 月 27 日の「法人税法の改正法」によって促進された。（重役
会や監査役会など）企業指導者の責任の法的保証・企業決算の公開義務・不偏不党の監査強制・資本市
場への企業情報の十分な伝達をナチス政府は促した（とりわけ、1937 年に発布された「株式会社法」 正
確には「1937 年 2 月 4 日の株式会社及び株式に基づく合資会社法」RGBl, I, 1937, S.107ff.）。なお、こ
                                                 
82 Großmann-Doerth, H., Wirtschaftsrecht einschl. Gewerberecht. 2.Bd., Gruppe 2, (Heft 38) 
von : Lammers, H.-H. und H. Pfundtner (Hg.), Grundlagen, Aufbau und Wirtschaftsordnung 
des nationalsozialistischen Staates, Berlin 1938, S.4. 
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の株式会社法によって、株式会社設立に可能な基礎資本の額面価値の最小限は、それまでの




1933 年 5 月にナチス体制への強い期待を表明したグロスマン＝デルトは、叢書「ナチス国家の基礎、
構成、経済秩序」への寄稿「経済法」のなかで、ナチズムの経済構成における決定的な原理の一つとして













団体の「強制的画一化」(Gleichschaltung)——それは 1933 年 4 月には完了したと考えられる——が実
施され、「指導者原則」が導入された。当初多様な見解が交錯したナチスの職業身分的構成という新しい
経済秩序に、企業家は、いわゆる経済の全面的な強制的カルテル化、競争の排除、個々の企業の存在保
証を期待したが、そうした見方の一切を、総統は、身分的構成のいっそうの見合わせに関する 1933 年 6
月 7 日の指令によって終わらせた。1934 年 2 月 27 日の「ドイツ経済の有機的構成準備法」、その実施条






                                                 
83 Bähr, J., Unternehmens- und Kapitalmarktrecht im >Dritten Rech<: Die 
Aktienrechtsreform und das Anleihestockgesetz, S.78; Ders., „Corporate Governance“ im 
Dritten Reich, in: Abelshauser, W., J.-O.Hesse, W.Plumpe(Hg.), Wirtschaftsordnung, Staat 
und Unternehmen. Neue Forschungen zur Wirtschaftsgeschichte des Nationalsozialismus, 
Essen 2003, S.56. 
84 Großmann-Doerth, H., Wirtschaftsrecht einschl. Gewerberecht, S.5. 
85 Ibid., S.43ff. 



















「 自 由 な 市 場 経 済 の 法 」 (das Recht der freien Verkehrsordnung) を端的 に 「競争 秩 序 」
(Wettbewerbsordnung)として定式化したのは F.ベームであった90。 
 彼はこの「競争秩序」を、ワイマール共和国末期から続く彼の一連の作業を通じて、まさに公法の位置に
まで昇格させる91。とりわけ、1936 年、『イェーナ経済研究所報』(Mitteilungen des Janaer Instituts 
für Wirtschaftsrecht)にベームが寄せた論考「経済法の中心概念としての経済秩序」は、そうした問題関
心を極めて明瞭に示している点で注目に値しよう92。なお、この「経済法研究所」は、30 年代半ばにベルリ





                                                 
87 雨宮『競争秩序のポリティクス』105頁以下、113頁以下、144頁以下、174頁以下。 
88 Böhm, F., Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische 
Leistung, S.90f., 180；雨宮『競争秩序のポリティクス』168頁以下。 
89 Miksch, L., Wettbewerb als Aufgabe. Die Grundsätze einer Wettbewerbsordnung, Stuttgart 
und Berlin 1937. 雨宮『競争秩序のポリティクス』195頁以下。 
90 Böhm, F., Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische 
Leistung, S.104. 
91 村上淳一『ドイツ市民法史』314頁以下、226頁以下。 
92 Böhm, F., Die Wirtschaftsordnung als Zentralbegriff des Wirtschaftsrechts, in: 
Mitteilungen des Janaer Instituts für Wirtschaftsrecht, Heft31, 1936. 
93 Wegerich, C., Die Flucht in die Grenzenlosigkeit. Justus Wilhelm Hedemann(1878-1963), 
S.27. 

































                                                 
95 村上淳一『ドイツ市民法史』228頁以下。 
96 雨宮昭彦「フランツ・ベームまたはナチス食糧経済の課題と政策」（Research Paper Series、No. 180, 
2017/3)を参照。 
97 Meyer, Konrad(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, Berlin 1939, S. 
438f. 
98 東部ヨーロッパ総合開発計画最終案は次に収録されている。Dokument Nr. 23, 1942, Juni, Berlin. 
Denkschrift „Generalplan Ost. Rechtliche, wirtschaftliche und räumliche Grundlagen des 
Ostaufbaus“, in: Madajczyk, Czeslaw(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. 
Dukumente, München 1994, S.91-130. 次を参照、雨宮昭彦「フランツ・ベームまたはナチス食糧経済
の課題と政策」（Research Paper Series、No. 180, 2017/3)。 
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「歴史的対象物」99は、テキストが設定した視圏の外側に置かれてしまっているかもしれないからである。 
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